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「中小企業の事業再生等に関するガイドライン」Q&A 改訂履歴 

令和４年４月８日 

項番 改定日 
改訂

区分 

変更前 変更後 

頁 
該当

Q&A 
記載内容 頁 

該当

Q&A 
記載内容 

１ 
令和４年

４月８日 
修正 

14, 

15 

Q33 

A 

また、選任された第三者支援専門家は、自らの専

門外の意見を求められた場合や補充的に他の専門家

の補助を得ることが適当と判断する場合には、対象

債権者全員の同意を得て、個別に第三者支援専門家

の補佐人（以下「第三者支援専門家補佐人」とい

う。）を選任することも可能です。 

14, 

15 

Q33 

A 

また、選任された第三者支援専門家は、自らの専

門外の意見を求められた場合や補充的に他の専門家

の補助を得ることが適当と判断する場合には、対象

債権者全員の同意を得て、個別に第三者支援専門家

の補佐人（以下「第三者支援専門家補佐人」といい

ます。）を選任することも可能です。 

２ 
令和４年

４月８日 
修正 24 

Q59 

A 

（本手続の基本的基本的な考え方）Ｑ２３、２４

を参照下さい。 
24 

Q59 

A 

（本手続の基本的な考え方）Ｑ２３、２４を参照

下さい。 

３ 
令和４年

４月８日 
修正 32 

Q86 

A 

弁済計画案を作成するまでの期間は、原則、外部

専門家による支援等の開始時点から３～６か月が想

定されます。ただし、中小事業者の事業内容、弁済

計画案作成の難易度、債務減免等の内容などによっ

てケースバイケースとなり、上記の期間より長くな

るケースもあり得る一方で、対象債権者と事前の調

整が進んでいるケースなどではこれより短いことも

想定されます。 

32 
Q86 

A 

弁済計画案を作成するまでの期間は、原則、外部

専門家による支援等の開始時点から３～６か月が想

定されます。ただし、中小企業者の事業内容、弁済

計画案作成の難易度、債務減免等の内容などによっ

てケースバイケースとなり、上記の期間より長くな

るケースもあり得る一方で、対象債権者と事前の調

整が進んでいるケースなどではこれより短いことも

想定されます。 

４ 
令和４年

４月８日 
修正 33 

Q89 

A 

また、個人である事業者である場合は、全ての対

象債権者に対して、個人事業者の資力に関する情報

を誠実に開示し、開示した情報の内容の正確性につ

いて表明保証を行うこととし〔以下略〕 

33 
Q89 

A 

また、個人である事業者である場合は、全ての対

象債権者に対して、個人事業主の資力に関する情報

を誠実に開示し、開示した情報の内容の正確性につ

いて表明保証を行うこととし〔以下略〕 

５ 
令和４年

４月８日 
追記 36 

Q95 

A 

［近日中に更新予定］ 

36 
Q95 

A 

再生型私的整理手続に基づき策定された事業再生

計画により債権放棄等（債権放棄及び債務の株式化

をいいます。以下同じです。）が行われた場合の債権
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項番 改定日 
改訂

区分 

変更前 変更後 

頁 
該当

Q&A 
記載内容 頁 

該当

Q&A 
記載内容 

者の税務処理については、原則として、法人税基本

通達９－４－２における「合理的な再建計画に基づ

く債権放棄等」に該当し、当該債権放棄等の額は損

金の額に算入されると考えていますが、これを確認

するため、令和４年４月１日に国税庁に「『中小企業

の事業再生等に関するガイドライン（再生型私的整

理手続）』に基づき策定された事業再生計画により債

権放棄等が行われた場合の税務上の取扱いについ

て」照会を行い、同月１日に国税庁から差し支えな

い旨回答をいただいております。 

なお、学校法人や社会福祉法人など会社法上の会

社でない法人を対象債務者として、再生型私的整理

手続又は廃業型私的整理手続を準用した場合の税務

上の取扱いは、Ｑ９５からＱ９９までと同様になる

と考えられます。 

６ 
令和４年

４月８日 
追記 36 

Q96 

A 

［近日中に更新予定］ 

36 
Q96 

A 

廃業型私的整理手続に基づき策定された弁済計画

により債権放棄が行われた場合の債権者の税務処理

については、法人税基本通達９－６－１（３）ロに

おける「行政機関又は金融機関その他の第三者のあ

っせんによる当事者間の協議により締結された契約

で、その内容が債権者集会の協議決定で合理的な基

準により債務者の負債整理を定めているものに準ず

るものによる切り捨て」に該当し、当該債権放棄額

は損金の額に算入されると考えていますが、これを

確認するため、令和４年４月１日に国税庁に「『中小

企業の事業再生等に関するガイドライン（廃業型私
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項番 改定日 
改訂

区分 

変更前 変更後 

頁 
該当

Q&A 
記載内容 頁 

該当

Q&A 
記載内容 

的整理手続）』に基づき策定された弁済計画により債

権放棄が行われた場合の税務上の取扱いについて」

照会を行い、同月１日に国税庁から差し支えない旨

回答をいただいております。 

７ 
令和４年

４月８日 
追記 36 

Q97 

A 

［近日中に更新予定］ 

36,  

37 

Q97 

A 

再生型私的整理手続に基づき策定された事業再生

計画により債務免除等を受けた場合、債務者（中小

企業者である法人）の税務処理については、法人税

基本通達１２－３－１（３）に定める「債務の免除

等が多数の債権者によって協議の上決められる等そ

の決定について恣意性がなく、かつ、その内容に合

理性があると認められる資産の整理があったこと」

に該当し、法人税法施行令第 117 条の３第３号の再

生手続開始の決定に準ずる事実等に該当することか

ら、原則として、法人税法第５９条第３項≪会社更

生等による債務免除等があった場合の欠損金の損金

算入≫の適用があるものと考えられますが、これを

確認するため、令和４年４月１日に国税庁に「『中小

企業の事業再生等に関するガイドライン（再生型私

的整理手続）』に基づき策定された事業再生計画によ

り債権放棄等が行われた場合の税務上の取扱いにつ

いて」照会を行い、同月１日に国税庁から差し支え

ない旨回答をいただいております。 

また、廃業型私的整理手続に基づき策定された弁

済計画により債務免除を受けた場合の債務者（中小

企業者である法人）の税務処理も同様と考えられま

す。 
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項番 改定日 
改訂

区分 

変更前 変更後 

頁 
該当

Q&A 
記載内容 頁 

該当

Q&A 
記載内容 

８ 
令和４年

４月８日 
追記 36 

Q98 

A 

［近日中に更新予定］ 

37 
Q98 

A 

廃業型私的整理手続に基づき策定された弁済計画

により債務免除を受けた場合の債務者（個人事業

主）の税務処理については、その債務免除が、所得

税法第４４条≪免責許可の決定等により債務免除を

受けた場合の経済的利益の総収入金額不算入≫に定

める「資力を喪失して債務を弁済することが著しく

困難である場合」に受けたものに該当し、その債務

免除益は総収入金額に算入されないものと考えられ

ます。これを確認するため、令和４年４月１日に国

税庁に「『中小企業の事業再生等に関するガイドライ

ン（廃業型私的整理手続）』に基づき策定された弁済

計画により債権放棄が行われた場合の税務上の取扱

いについて」照会を行い、同月１日に国税庁から差

し支えない旨回答をいただいております。 

９ 
令和４年

４月８日 
追記 36 

Q99 

A 

［近日中に更新予定］ 

37, 

38 

Q99 

A 

再生型私的整理手続又は廃業型私的整理手続によ

り、対象債務者の主債務と保証人の保証債務の一体

整理を行う場合において、これらの手続に従って策

定された事業再生計画又は弁済計画により、保証人

が保証債務を履行するためにその有する資産を譲渡

し、その履行により取得した求償権を放棄したとき

は、原則として、所得税法第６４条第２項に規定す

る「求償権の全部又は一部を行使することができな

いこととなったとき」に該当すると考えられます。

これを確認するため、令和４年４月１日に国税庁に

「『中小企業の事業再生等に関するガイドライン（再

生型私的整理手続）』に基づき策定された事業再生計
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項番 改定日 
改訂

区分 

変更前 変更後 

頁 
該当

Q&A 
記載内容 頁 

該当

Q&A 
記載内容 

画により債権放棄等が行われた場合の税務上の取扱

いについて」及び「『中小企業の事業再生等に関する

ガイドライン（廃業型私的整理手続）』に基づき策定

された弁済計画により債権放棄が行われた場合の税

務上の取扱いについて」照会を行い、同月１日に国

税庁から差し支えない旨回答をいただいておりま

す。 

また、再生型私的整理手続又は廃業型私的整理手

続に基づき策定された弁済計画により保証債務の免

除を受けた場合の保証人の税務処理については、

「『経営者保証に関するガイドライン』に基づく保証

債務の整理に係る課税関係の整理」（平成２６年１月

１６日制定）と同様になると考えられます。 

（注）「改訂区分」欄には、修正、追記、変更、新規、削除のいずれかを記載。 

 

以  上 


